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社 会 監 査 論 序 説
その現状と問題点
滝　 野　 隆　 永
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は じ め に　
企業の社会的責任遂行に関する業績を公表し，その社会的責任達成の成果
を従業員，顧客，取引先，地域社会ならびに社会全般に対して明らかにする
と共に，企業の対社会的活動の改善計画を樹立するための資料としても役立
てようとする社会監査論は最近漸く，識者の間にその実現化をめざして真剣
な論議が展開されるようになって来た。
2　
筆 者は昨 年3 月 東 洋大 学 経済経営研 究所報 告No.  7 に おい て 「社会 責任 会
計論 の吟 味 と展望 」 と題し て， デバイ ソ の「 社会的 福 祉 へ の貢献 なら び に社
会的 規範 の遵 守を め ぐる企業 責任会 計 機構」を 中 心に 社 会 責任 会 計 論 の樹立
に 関す る方 法論 的吟 味 を手 がか り とし て，社 会責 任 会計 の体系 化 に 関す る展
望を 試 乱 企業 の経 営活 動面 におけ る社 会的責 任 の達 成業 績 を 明らかに す る
「付 加 価値 会 計」 と企 業 の社会 的活 動面におけ る社 会的 責 任 の 達成業 績を 明
らか に す る 「社会 環 境会 計」 との二 元的 な会計 機構 が 要 請さ れ る ことを 明ら
か にした 。　
更 に ， 同じ く昨 年3 月 の東 洋大 学経営 学会 刊行 の経 営 研究 第3 号におい て
「社会 責任 会 計論 と社会 投資 効率 分析 論」 と題し て， 特 に前 記論文 の「社会
環 境会 計」 に関 す る詳 細な展 望を試 みるために,   Abt 社 の社会 監 査構想 と
これを 手が か り とし て， 企業 経営 者が 社会的 投資 効 率を 分 析 し， 適正 な資 源
配分 計 画を た てる為 に 役 立 てよ うとす るAbt 博士 の論 説を 中 心 に吟味 を 加
え た。　
今 回 の論文 は以 上 の二 論 文にお い て とりあ げ た問 題点 を 究 明する と共 に，Abt
説を 含む 米 国 の社会 監 査論に関 す る諸論 説を 吟 味 し てそ の 現 状 と 問 題
点 を 明らか に す るた めに ，主 とし て,  Harvard 大 学のBauer 教 授の論 説を
中心 に考 察を 加 え， 次 号以 降にお い て究 明す る予定 であ る社 会 監 査論 の詳細
な吟 味 にはい る前 の序 説に したい と考 え る。　
な お本 論文0 掲載 され る論 集は故 木村 勤助 教授 の追 悼 号 と の事 であ る ので，
木 村 助 教授 と社 会責 任 会計 論 との関 連性に つい て若 干 申 し述 べ たい 。本 村助
教 授は前 述 のデ バ イ ンの社 会責 任会 計 論を と りあげ て方 法論 的 吟味を される
た め,反 対 説 のベ ッ ドフ ォードと ドプ ユフ ィの方 法 論 と比 較 さ れた論 文「方法
論 と会 計理 論に つい て」（東洋大学経済経営論集No.  35 1964年6 月,   pp. 102一匹 ）
を 発表 さ れてい る 。　
一 昨年 の暮， 前 記 の研 究所 報告 論文 の原 稿を 書 く資 料 とし て デバ イソ の論
文を 筆 者が 読 んでい た 時 ，木 村助 教 授から， 大分 前に 読 ん だ こ とがあ る と申
され， 参 考資 料 とし て前 記 論文 の抜 刷を贈 呈し て頂い た 。　
木村 助 教授 の前 記 の論 文は 筆 者 の論 文 よ りも十 年 も前 に 発表 された もので
あ り， 同助 教授 の旺 盛な 研究 心 とそ の先見 の 明に 感心 す る と共 に 筆 者 の不 明
を 如実 に知 ら され る 思い であ った 。 誠に惜 しい 人材を 亡 くし た もの であ る。
心から御冥福を祈りたい。
1)
序一 社 会 監 査 論 の 概 念
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Bauer は現状においては，企業における社会監査とは， 現在， 企業の財
務業績を評価しているのと同様のシステマティックな方法で将来その「社会
的業績」を評価しようという一つのヴィジョンであり，かかる社会的業績の
評価は，第1 に，一般大衆に対する報告，第2 にその会社の社会的業績を達
成するための適切な経営意思決定，第3 に会社内部における諸政策を遂行す
るために必要な経営意思決定ならびにその執行，以上の三目的のために利用
されるようになろうとのべている。　
更に，ここ数年間の著しい傾向として，企業経営者は，従来の商品とサー
ビスに関する正規の受払業務の範囲を超えた経営者の経営意思決定とその結
果に関する諸政策の検討，遂行ならびに報告をするようにたって来たが，社
会監査によってこれらの諸傾向を更に一歩進めて，質・量共にその測定をも
っと徹底さ也 今までよりももっと定期的に，更に，もっとオープンにさせ
ることがその当面の目的であるとのべている。　
一般にかかる企業の社会的活動に関する一般的な論議の展開はこれを大別
すると次の二つのアプローチに分けられる。その一つは企業の社会的業績を
包括的に評価しようとする試みであり，これは理想的な社会監査を前提とし
て，現在の実務をそのモデルに適合させようとする試みであり，他の一つは，
現在行なわれている実贋に基づいた方法論の改善を確立しようとするアプロ
ーチであって，包括的なシステムが確立されるまで企業の社会的業績に関す
る各実例についてその背後にある論理の如何を問わず，その対象範囲を拡げ，
かつ七(D精度を高めるべく努力すると共に，一般的に周知の事実となってい
る具体的な企業の社会的活動に対してのみ是非の評価を下そうとする試みで
ある。　Bauer
は，以上二つのアプ■a －チのうち現状における社会監査論のとる
べきアプ=  ―チの方法としては，後者の漸進主義的な方法の方砿 より一般
的に採用されており，又その目的が制約されている点からみて，成功の可能
性が多いと考えるので，このアプローチの線に沿って，社会監査の概念並び
に現状を究明すべきであると主張しており，我々もこの線に沿ったアプロー
4チを試みることにしたい。　
ところで，企業における社会監査の現状分析は，第1 に，社会監査とは何
かという点に関する概念的思考，第2 に，企業の社会業績に関する技術的な
測定の問題，第3 に，社会監査を実行に移そうとする実際の試みの三点につ
いて検討する必要があるが，今回の論文においては，第一の社会監査の概念
に関する究明に重点をおき，この点に関する米国の諸論説を中心に，その問
題点について解明を試みることにし，2 の社会業績の測定と3 の社会監査の
実例に関する研究は次回以降の論文にゆずることにしたい。
§1　 社 会 監 査 の 概 念 を め ぐ る 米 国 の 論 説　
社 会 監 査 の 概 念 に 関 す る 米 国 論 説 の 主 な も の と し てBauer は 次 の 諸 論 説
を か か げ て い る 。　　　　　　　　　　2
）　1.　Bauer　
と　Fenn　
彼 等 の 主 張 す る 社 会 監 査 の 概 念 は 種 々 の 形 を と る 社 会 監 査 の た め の イ ソ フ
ォ ー メ イ シ ョ ソ の 必 要 性 と こ れ に 関 連 し た 技 術 的 な 諸 問 題 を 対 象 に し て お り ，
特 に ， 社 会 監 査 特 有 の 一 定 の 方 式 が 必 要 で あ る と は 考 え て い な い 。 し か し ，
公 共 的 報 告 を 目 的 と す る 社 会 監 査 と 内 部 管 理 目 的 の た め の 社 会 監 査 と の 両 者
は 厳 密 に 区 分 し て 考 え よ う と し て い る 点 に 特 徴 か お る 。　
例 え ば ， あ る 情 報 に 関 す る 判 断 は 内 部 管 理 目 的 か ら み れ ば 満 足 出 来 る も の
で あ っ て 乱 社 会 公 共 目 的 か ら み れ ば ， 十 分 に 説 得 す る こ と が 出 来 な い 場 合
も あ り う る 。 す な わ ち ， 内 部 利 用 を 目 的 と す る 場 合 に は 外 部 的 な 批 判 を 回 避
又 は 予 期 し な が ら 社 会 的 な 諸 問 題 の 解 決 を は か る こ と に よ っ て 企 業 の 良 心 を
満 足 さ せ る と 共 に ， 社 会 問 題 に 関 す る 意 思 決 定 に 関 し て 財 政 的 な 負 担 の 改 善
を は か ろ う と す る 意 図 が 含 ま れ て い る こ と が 多 い が ， こ れ に 対 し て ， 外 部 報
告 を 目 的 と す る 社 会 監 査 は か か る 企 業 内 部 に お け る 政 策 を 遂 行 す る た め に 必
要 な イ ソ フ 牙 － ノ イ シ
ョ ソ を 提 供 し よ う と い う 目 的 よ り も む し ろ ， 企 業 外 部
者 が 企 業 の 社 会 的 業 績 を 評 価 す る 場 合 の イ ン フ ォ ー メ イ シ ョ ン の 提 供 を そ の
唯 一 の 目 的 と し て い る と い う 点 に お い て ， 本 質 的 に 異 な る 性 格 を 有 す る と 主
張 し て い る 。　　　　　　　3
）　2.
    Linowes　Linowes
は 企 業 の 社 会 経 済 活 動 報 告 書（Socio-Economic Operating Statement)　　　　　　　　
” ”7　　F ’y--・--　・－’　¶　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 「
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を 作成 す るた め の社 会監査を 提 案し てい るが ， こ の,    S.E.O.S 丿 こは ， 事業
目的以 外 の 目的 のために 使用 さ れた 諸活 動 の限 界 原価 とを 遂行 すべ きであ っ
た に も拘ら ず ，実際に は遂 行さ れ なか った 諸活 動 の限 界原 価 とを そ の中に 含
め るべ きで あ ると主張 し てい る。 こ れら両 者の差 額は 企業 が 貸方に 記入 す べ
き社会 的 貢献 金 額 の数 値 とな る。　　　　4
）　3.
    Abt　Abt
は 前 記 のLinowes のS.E.O.S. と類似 し た 社会監 査 論を 提案 し ，
かつこ れを 発展 させ てい るが ，そ の主 張はS.E.O.S.　 よりも一 層野心的 な も
の であ る。　Abt
の社会 財 務諸表（損益計算書，貸借対照表）に は ， 正 規 の事業 活動 お よ
び これ以 外の 諸活 動の両 者を 含 む ，企 業 活 動 全般 に亘 る社会 的 コス トと便益
（Benefits） とが 含まれ てい る。　　　　　5
）　4.　Sater　Clair Sater 
は， 標準 化さ れた 格づけ 点 数に よる評 価尺 度に 基づい て， 多
方面に 亘 る社会 的業 績に つい て企業 外 部 者が 格づ け す る よ うに 提案し てい る。
次 に， かか る格づけ 数値は 地 域別 並 びに業 種 別 の基 準 と比較 す べき ものであ
る とされ てい る。 彼は又 ，企業 の社会 的業 績を 単 一 の 指数値 に よ り表 現出来
る ウこ二イ トづけ シ ス テ ムを も提 案 し てい るが ， 彼 の報 告に よると， このや り
方 は予 想以 上に 困難 な問題 に ぶっ か るこ とが 判 った と の事 であ る。　　　　　
6）　5.
    Shulman とGale　Shulman
とGale　 とは 企業 は そ の利 害関 係 者に 対 し て如 何に サ ービ スし
ているか とい う点 につ い て評価 さ るべ き であ る と提 案 し てい る。か かる利 害
関 係者 とし ては √従業員 ，そ の 企業 の 提 供す る 製品 ない し サ ービ スの消費 者，
原 材料 ・商 品 等の 供 給業 者，そ の企業 が 活動 し てい る地 域社 会 ，社会一 般 ，
並 びに 競争 会社 が 含ま れる。　
彼 等は 内 部的 な 意思 決定 か 目的 とす る社 会監 査 と公 共 的な 報告を 目的 とす
る監 査との必 要条 件 の相違点 に つい て も可 成 り意 識的 な コメン トを 加え てい
る。 しかし ながら ， こ の計 画を 実 際 に 実行 に 移 す具 体的 な方 法を 提示 す る ま
で には至 ってい ない 。　　　　　　　7
）　6.　Gardner　Gardner
は ， 社会 の一 般大 衆（ないし各地域の住民）がそ の事業 に期待 し て
6いる点に関して監査すべきであると提案している。　
彼は彼の会社に関し大衆が何を期待しているかを確認するために調査しつ
っあり，又，会社の社会的責任に関して単一の指数値によって判断を下すこ
とが出来るようなウユニ,イトづけの方法を展開しつっあると公言している。か
かるウェイトづけの方法はある一定水準の努力に対して，最大限度の望まし
い業績を生み出すことが出来るように，かかる社会責任遂行の為の諸活動を
調査する場合にも役に立つと主張している。　　　　　　8
）　7.
    Steiner　Steiner
は社会監査の展開について， 穏健な折衷的アプローチを展開して
いる。　　　　　　9
）　8.
     Marlin　Marlin
は， 環境汚染問題に関する報告の仕方並びに汚染管理について，
詳細に提案している。彼の提案するシステムは，環境汚染に関する源泉と種
々のタイプ，採用されている各種の管理のしかた，各種の汚染物質流出の量
を大衆に報告し，標準と比較するためにも役に立つ。　　　　　　　　　　
10）　9.　Colantoni,
 Cooper,  Deitzer　Colantoni,
 Cooper, およびDeitzer は実際の監査に関する試みより右む
しろ，その計画段階の研究に ウエヽイトをおいている。　　　　　　　　11
）　10.　Churchill　Churchil
によ社会的業績の測定を可能ならしめるために， 次の4 段階を必
要とすると提案している。すなわち，第1 は現在活動の一覧表，第2 は努力
の測定尺度，第3 は，インプットのアウトフットへ転換させるための試験的
かつ過渡的な測定尺度，第4 は，アウトプットの価値を測定することが必要
であると主張している。　　　　　　　　　　　　　12
）　11.　Deitzer
とJackson　Deitzer
とJackson は，企業の損益計算書の中に，社会環境的要素， 個
人的要案，その他の社会的な諸要素を含めるためには如何に拡張すべきであ
るかとい う方法を説明するために,   U.S. スチール会社の実例を引用した有
効な資料を提供している。
13）
§ 2　 社 会 監 査 の 概 念 を め ぐ る 問 題 点
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社会監査論の現状は前述の如く，将来において，企業の社会的業績を評価
する方法を見出そうとするヅイジ ョソの段階を脱していないので，社会監査
の目的，社会的業績の内容とその測定尺度等，社会監査をめぐる基本的な概
念についてさえ，諸説紛々とし，未だに定説が存しない。　
社会監査の基本的概念をめぐる問題点として,   Bauer は次の7 点を 指摘
している。1. 利益と社会的責任との関係，2. 貨幣的測定尺度の役割，3.社
会監査の目的，4. 事業活動の社会的な影響と会社の対社会的改善計画 の 判
断の基準と0 くいちがい，5. 社会監査範囲の限定，6. 社会監査か社会会計
か,・ 7. 社会的業績の測定　
我々は，以上のうち5 と6 を除く1 ～4 および7 につ い て，Bauer の 指
摘する問題点について考究してみることにしたい。　1.
利益と社会的責任との関係　
企業の利潤追求機能は，のれんと良好な社会的イp<  ー ジの創造等を通じて，
企業自体の利益採算性に貢献すると同時に，社会的に 屯貢献するとい う議論
が従来から存在するが，企業の存在はすべて社会秩序の安定に依存している
以上，かかる社会的責任の自覚にめざめた利潤追求機能こそ，長期に亘る企
業の存続と収益性を向上させるために役立つという考え方は一応論理にかな
っているといえる。　
しかしながら，商品ないしサービスの生産と提供というような定期的な仕
事以外の企業活動の期待成果は不確実性に富むが故に，たとえかかる企業活
動に関する長期に亘る享受便益の合理化をはかろうとしてもその機会の選択
は難しい。そこで，企業の社会目的活動をその収益性に対する貢献度とい う
見地から評価するための道具として社会監査を考えようという考え方かおる。
例えば,  Abt 社は社会的投資に関する最適水準の算定という問題を提案して
いる。　
しかしながら,  Bauer は，この提案は例えば研究開発，宣伝広告の如く，
定期的な企業活動に関する費用についてさえ最適水準を算定する的確な方法
がないとい う事実に鑑み，無理な考え方ではないかと疑問を投げている。　2.
貨幣的測定尺度の役割　
企業の社会的業績は貨幣価値で表現すべきであるか，或いは，問題になっ
ている社会的諸活動に対して，もっと直接的に対応出来る別の測定尺度ない
8し　もっと記述的なやり方で表現すべきであるか。　
貨幣的な測定尺度を主張する論者の中には， 前述のLinowes とAbt と
がいる。　Linowes
の提案は直接的かつ自然的に貨幣価値で表現出来るコストだけ
をその対象にしている。すなわち，正規の事業目的のために費消された支出
額を超える支出額を借方に記入すべきでTあると主張している。しかしながら，
彼の主張によると，比較的高能率で社会的目標を達成した会社の社会的業績
の得点はより能率の低い会社の得点よりも低くなるとト う矛盾を生ずるおそ
れがあると批判している。　Abt
の提案はLinowes よりも論理的であり，社会的コストと便益，社
会的負債と資産のすべてを表現しようとし，最終的にはこの数値と正規の財
務業績報告との統合をはかろうと意図している。　
しかし，この場合にも三つの問題点が指摘されると次の如く批判している。
第1 に，社会的な便益を貨幣価値に転換させようとする概念に疑問かおる。
例えば，ある人間の生命を救い，健康を回復するために必要な医療費が，
その人間の収入予定よりも少ない場合，かかる処置は経済的に正しいとト う
判断を下されるにちがいなト だろうが，この問題は人間の生命の価値につい
て正しい判断を下したことにはならないはずである。　
第2 に，Abt が彼の会社のサービスの社会的価値を市場価値で評価しよ
うとしている点心疑問かおる。　
確かに，かかるAbt　 と同じような考え方に立つ翻訳をして来た先例は多
数存在するが，単に市場価値で測定するという問題の妥当性に関する広汎な
社会の疑問に対する答の中には，社会監査という問題の周辺には，若干不合
理な面があるようにおもわれるという一つの前提条件が存在することを根拠
としているにすぎない場合が多いという点に注意を要する。　
第3 に，かかるAbt の社会的価値の貨幣価値換算の概念に対する第三者
の直観的な判断はどうかという点についてであるが，この点に関して，一般
に実業界は専ら貨幣価値で物事を考える慣習が存在するにも拘らず，かかる
実業家をも含めて社会監査に対して関心を有している人々の大多数が，かか
るAbt 的な考え方に対して不満をもっているという事実を指摘しなければ
ならない。
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この点に関しては，社会的貢献価値の貨幣価値への換算とい う問題と長期
に亘ってとり組んで来た厚生経済学の歴史をみれば自ら明らかであるとのべ，Bauer
はAbt 的な概念に対して，否定的な見解を述べてい る。　3.
社会監査の目的　Linowes
とAbt は両者共，社会監査の目的は会社が対社会的に，如何に
うまくやっているかとい う社会全般の問に答えるために評価点を計算するこ
とにあるという前提の下に進められている。　
確かにAbt の社会監査概念は会社の利害関係者すなわち，従業員， 得意
先，地域社会および社会全般に対して，会社が如何にうまくやっているかと
いう点を評価するためには有効である。　
しかしながら，貨幣価値という抽象的な概念で評価しようとしている点に
問題かおる。これは，ある点においては有効かっ有益な方法であるか 右しれ
ないが，少くとも現時点において，事業に対する外部一般の評価人並びに会
社自体の役員は共に，もっと具体的な情報の入手を期待しているようにおも
われる。　
何れにせよ，貨幣価値による評価を主体とする社会監査は，監査示追求す
べき多数の目的のうちの唯一の目的にしか奉仕していないようにおもねれる。
すなわち，社会監査に対し期待されている諸目的の中には，企業内部におけ
る意思決定目的をその一つとしてあげることが出来る。　この点に 関 し て，Abt
は例えば，従業員の入退社率が前年度より増えたかどうかというような
興味のある情報を発見しているが，この種の情報は所詮貨幣価値の絶対額で
表示しようとしてもうまく表現出来る性質のものではなく，特定の行動につ
いて判断を下したいと望んでいる人々に対して，直接叙述した方が好ましい
場合が多いと，再び貨幣価値による社会監査に対して批判的な見解を下して
いる。　
更に， 社会監査に期待さるべき第3 の目的として,   Bauer は， 最近よう
やく認識が深まって来た新しい社会監査の課題として，会社内部における社
会政策を遂行する際必要とおもねれる改善された計算システムとしての役割
をその目的としてあげている。すなわち，従来の断片的な社会監査概念から
内部監査のシステムを 右含んだ全般的な会計と監査に関する包括的なシステ
ムにまで拡張しようとい う概念であるが，この考えは決して空想的なもので
10
はなく，実際に実例も存在し，目下議論の的になっているとBauer はのべ，
内部監査と社会監査とを併せた総合的なシステムこそ社会監査の進むべき将
来の方向であることを示唆している点は注目に値しよう。　4.
事業活動の社会的な影響力と会社の対社会的改善計画の判断基準との
くいちがい　Abt
の社会監査概念は，いわゆる社会的な事業活動面だけに限定されず，
むしろ，会社活動の社会に及ぼす影響の全領域を対象にすべきであるという
考え方に基づいている。　
確かに，例えば製薬業や自動車業界について考えてみると，かかる業界に
属する各会社におげる事業活動の社会的な影響力は，かかる会社におげる対
社会的改善計画の対象にしている領域よりもはるかに広汎な範囲に亘るのが
常である。　
ところで，かかる対社会的改善計画の是非について判断を下そうとする場
合，その目標とすべぎ社会的業績の測定尺度はこれを何に求めるべきである
かという問題にぶっかる。　
この場合，その対社会的改善計画がどの程度の社会的便益を獲得しようと
いう意図をもっているかどうかという点にその判断の基準を求める場合が多
いとおもうが，たとえ，その対社会的改善計画が社会的に便益を生み出し，
又会社にとっても好結果をもたらしてくれることが判っている場合で乱 か
かる社会的な改善計画の意図とその計画の実施により期待される社会的信用
の増大とを如何にして測定し評価すべきかという点については難しい問題が
多いとBauer はのべ，Abt の社会的投資計画の効果分析をめざす社会的投
資監査の概念について疑問を投げている。　
更に,  Bauer はいわゆる「社会的責任」 に関する問題に関してアプロー
チしようとする別の方法として，その対社会的改善計画が自発的な意思に基
づくものであるか？或いは，法律その他により強制された結果に基因するも
のであるかという点に，その社会的価値の大きさを測定する基準を求めよう
とする説もあるが，厳密に考えると，その改善計画が果して自発的な意思に
基づくものであるか否かを明確に識別することは困難である。とくに，環境
汚染のコントロールとか雇用機会の均等化というような問題は恐らく法律上
取扱われるべき問題であろう。何故ならばその範囲ならびにスピードの点に
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関しては理想と現実との間に可成りのへだたりがあるからであると述べてい
る拡　この点については，全く，我が国の実情と同じであり，誠に傾聴に値
する考えであるとお 右う。　
かくして，対社会的改善計画の自由裁量的な但U面が減少しつっあることは
確かに否み難い事実であるとして乱 現在問題になっている事柄が明らかに
自由裁量に属しない事柄であるかどうか？その分岐点を限定することは実際
上不可能である。 Abt の社会監査概念はかかる疑問の存在を回避して， 単
に，社会的にどのような結果を生かかという点を問うているにすぎず，かか
る社会的な帰結を生み出すために必要なモチベイショソの問題とか支払うべ
きコストの問題にはふれようとしていない点に問題があると指摘している点
は注目に値しよう。　5.
社会的業績の測定　Bauer
によれば，もし社会監査のために役に立つ測定技術があるとすれば，
それはその他の比較的しっかりした事業活動領域における方法論が発展して
いる場合に限られる。
すなわち，第1 に市場調査や個々人の仕事の分析に用いられるブソケイト
その他による調査分析技術があるが，かかる技術は，会社内部の従業員に対
する影響度，一般大衆の期待，消費者に対する影響度などを調べる場合に，
直ちに役に立つ必要な情報をインタービューヤアソケイト調査により入手出
来る可恰度がある限り，かかる調査技術の進展は著しいものかおり，又，か
かる調査技術のもつ限界点について仏 大多数の専門家によって充分に理解
されるようになって来た。　
又第2 にコストー便益（benefit）分析，コストー効果（effectivenes）分析等
の各種の厚生経済学の概念並びに技術の発展も目ざましいものがある。かか
る厚生経済学的な分析技術はその範囲が正規の事業に関する意思決定以外の
領域に属する資源配分の合理化をめざす改善とい うような間題にまで拡張さ
れてゆくにっれて，益々，社会監査にとって，有効な技術となる可恰陸が出
て来たとのべ，今まで駆使されて来た調査技術や厚生経済学的発想に基づく
分析技術を社会監査技術として流用出来る可能性があることを示唆している
力＼ 同時に，若干の疑問点かおることをも指摘している。　
すなわち，多くの人々が，かかる技術は理論並びに実践の両面からみて限
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界があるということを知っているにもかかわらず，ややもすると，かかる分
析結果をすべて鵜呑みにして考えようとする気狂いじみた人達が存在するこ
とを恐れる。しかしながら，他方からみると，かかる進歩した分析技術を駆
使して，思い切って物事を処理しようという熱意を 七つだ経営幹部は殆ど稀
であるので，この点は杞憂にすぎないかもしれないと皮肉っている。何れに
せよ，かかる分析技術が社会監査のための技術として充分に駆使出来るよう
になるには未だ時間がかかるのではないかと述べている点は注目される。　
すなわち，例えば，厚生経済学の中心的な問題は，貨幣価値に転換させる
ことは出来ない昿 社会的一心理的な意味におげる金銭的な単位として機能
すべき「効用」の測定を如何にするかという問題である八 かかる「効用価
値」の追求は所詮無駄であるという見解が専門家の間では一般化しているこ
とを忘れてはならないと,  Bauer は， かかる分析技術の社会監査技術とし
ての安易な流用を厳に戒めて居る。　
又，一般に，社会監査をめぐる業績測定の問題を解決するには，各種の資
料を適宜集計したり，分類するという一見平凡な仕事を必要とするが，かか
る仕事の要領は会計の専門家が既に開発した技法を適用すれば事が足りるの
で，この考え方を社会監査のために流用することは左程困難な問題ではない。
これに反して，社会会計は会計の専門家に対して，業績測定という新しト
問題を提供する。　
一般に，会計システムは，社会会計の立場からみて今後益々必要性が増大
して来るとおもわれる或る種の情報を収集したり再検討を加えるとし う目的
を達成するためには，余りうまく設計されていない場合が多い。又，従来の
会計慣習としては，かかる要請はなかった力勺 社会的改善計画のための真実
のコストを知る必要性が出て来ている。最後に，会計専門家はその伝統的な
技術と進歩した技術のうちの若干について，新しく社会的に問題にすべき事
業の問題を分析するために活用しなければならなくなるだろう。　
何れにせよ，社会的業績測定とい引句題領域は広汎な範囲に亘っており，
多くの人々が関心を有している問題である。従って，測定技術が進歩してゆ
くにっれて，社会会計的基礎資料の理論的な発展ならびにかかる資料を分析
し，適用するためのプr=・セスの画期的な改革が行なわ九るにちがいないと結
んでいる。
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ま　と　め　
既述の如く社会監査論に関するアプローチの方法には第1 に理想的なモデ
ルを作成して，現在の実務をこれに適合させようとする理想主義タイプと，
第2 に，現在の実情に主眼をおいて，その方法論の改善を試みようとする漸
進主義タイプとの二つがあり,   Bauer は後者の考え方を採用してい る。 社
会監査論がアイディア追求の段階から公害問題解決策として実現の為の要請
が高まって来た現状に鑑み，筆者も後者のアプローチをとることに賛意を表
する。　
ところで，社会監査の概念については専門家並びに実務界の何れにおいて
乱 種々の考え方が存在している実情にあるので，その概念規定について，
米国の主要な論者の意見を通観したが，いわゆる「社会監査」とよばれる概
念の中には，企業の対社会的活動並びにその他の諸政策の遂行と関連した資
源配分計画など，内部的な意思決定並びに管理目的のために奉仕すべき対内
的インフォーメイションの性格をもつものと，企業外部者に対する，企業の
社会的業績の達成に関する対外的イソフォーメイションの提供を目的とする
ものとの二つが考えられる。　
かかる対内的インフォーメイションを目的とする社会監査と対外的イソフ
ォーノイションを目的とする社会監査とは本質的に区分すべしと主張する論
者にはBauer とFenn,  Shulman　 とGale　 とがあるが， これに対して，Linowes
，Abt, Sater, Gardner,  Churchill. Deitzer とJackson 等はどち
らかといえば対外的イソフォーメイショソとしての性格に重点をおきながら
乱 同時に対内的イソフォーメイションとしても役立たせたいとい う考え方
に立って居る。 Marl in もこ九と類似しているが， どちらかといえば対内的
イソフォーメイションの方に重点かおる。この外，社会監査よりもむしろ，
社会活動計画の研究に重点をおくColantoni,  Cooper,  Deitzer は専ら対内
的イソフォーメイシ よソとしての目的に重点をおいた考え方に立っていると
い うことが出来るが，要するに，両者の本質的な相違点に注目しながら，両
者の目的を満足させるに足る総合的な監査体系の確立が望まれよう。　
更に，社会監査の具体的な内容についても諸説紛々としているのが実情で
あるが，この点に関してBauer が指摘している問題点を整理してみると，
その重点は第一に社会監査の目的，第二に社会活動の改善計画と企業全体の
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社会的業績とにおける判断基準のくいちがい，第三に，社会的業績の測定尺
度，以上の三つにしぼられるとかもう。　
第一の社会監査の目的は，前述の対外的インフォーメイションの提供と対
内的イソフォーノイションの提供という目的のほかに，内部監査と社会監査
との両者を包含する会計と監査に関する総合的なシステムへ発展させて，モ
の対内的目的と対外的目的とを両立させる方向へ進行べきであると主張して
いる点に注目したい。　
第二の点すなわち，利潤追求機能との関連性につい て，Abt の社会的投
資活動の効率分析の手段として社会監査を利用しようとする考え方について，
社会的投資の最適水準を求めようとするのは無理な考え方であ る と　Bauer
はのべている鶴 社会的要請の質的に異なる各種の社会的な投資を専ら収益
性への貢献度という立場から同一視し，これを計量的に取り扱おうとしてい
14）
る点に筆者も疑問を有している。　
従って，社会的投資計画の効率化をめざす判断基準は必ずしも企業外部者
の立場からみた企業全体の社会的業績の判断基準とは一致しないという主張
にも注目したい。　
第きの社会的業績測定の尺度については，特にAbt の社会損益計算書並
びに社会貸借対照表が企業の社会的業績をすべて貨幣価値に換算しようとし
ている考え方について,   Bauer は批判的であるが， 筆者も， 会社の経営活
動面における社会的業績は，モの利害関係者への分配を明らかにする「付加
価値会計」によるべきであり，その測定は貨幣価値の尺度を用いることが出
来る執 企業の社会活動面におげる達成業績を示すべき社会環境会計におけ
る効果の測定は，これを経済価値で示すことが出来ない場合が あ り，「社会
的な効用価値」という別の尺度によってそのアウトプットを評価すべきでは
15）ないかと考えている。　
この点に関し,  Bauer が，市場調査や個人の意見調査で用いられる分析技
術やCost-Benefit Analysis にみられる厚生経済学的概念および技術の発
展に期待されると述べていると共に，かかる分析技術の社会監査技術として
の安易な流用はこれを厳に戒しかべきであるとし，特に「社会的な効用価値」
の測定を何に求めるかという問題の解決がその急務であると主張している点
に注目したい。
社会監査論序説　　151
）Raymond　A.  Bauer,   "The state of the art  of social auditing" （Corporate    Social　Accounting edited
by Meinolf Dierkes ＆Raymond A.  Bauer,    pp. 3－40,1973,   praeger　publishers
）2
）E. A. Bauer ＆D. H. Fenn, The  Corporate  Social  Audit  （New York Russel Stage　Foundation 1972
）3
）David　S.  Linowes,  "Measuring Social Programs in Business"    （A.  A.  A.  April 28,　1972
）"Let's Get on with the Social Audit,"  A specific Proposal,   "Business and Society　Review/Innovation 4
 （Winter 1972 ―73）4
）Abt Associates, Inc.,  Annual Report 1971, Clark c. Abt ，"Social Audits : The state　of the Art", 
（Business  and  Society Review,  New York, October 1972 ）5
）Clair Sater ノA  Supplement  to  the Bottom Line: Rating Corporations on Social　Responsibility,"
     （Stanford University Graduate School of Business Bulletin, Summer　1971,
  pp.18―21）6
）James s. Shulman and Jeffrey Gale. “Laying the Groundwork for Social Auditing,"　
（Financial Executive,  March,  1972 ）7
）Burleigh B. Gardner, An ・Audit  of  Corporate  Social Responsibility, （Social Research,　Inc.' Division of Fry Consultants-New York, October
23,1972 ）8
）George A. Steiner ／Should BusinessI Adopt]  the　Social　Audit ?"   (The  Conference　Board Record, May 1972, p.7
）9
）John Marlin, “Accounting for Pollution" （The  Journal  of Accounting,   February
1973）10
）C.  S. Colantoni, W.  W.  Cooper, and H. J. Deitzer，Accounting and Social Reporting,　
（Joint Urban Sciences Information Institute, Carnegie-Mellon University and University　of Pittsburgh, 1972
）11
）Neil c. Churchill, The  Accountant's Role in Social Responsibility, （Paper Presented　in the Distinguished Accouutants Lecture Series,
Uuiversity of Florida, February　17,　
1972）12
）Harry Deitzer and　Steve Jackson,    “U.   S.   Steel Corporation Cited in Colantoni,　Cooper and Deitzer, 
“Accounting and Social Reporting," op. cit., p. 31）13
） 注1 ）と同一14
） 筆者稿 「社会責任会計論と社会投資効率分析論（49. 3 月東洋大学経営学会刊：経営研究
第3 号）15
） 筆者稿 「社会責任会計論の吟味と展望」（49. 3 月東洋大学経済経営研究所報告No. 7）
